
項目 内容
EU離脱 ・2020年1月31日にEU離脱実現

　(クリスマス前に離脱協定案を議会で可決)
移民 ・オーストラリアと同様のポイント制移民制度の導入
経済 ・5年間所得税、付加価値税、社会保険料据え置き

・2020年の法人税率の引き下げ先送り(19%据え置き)
環境 ・2050年までにCO2排出量ゼロ
医療 ・国民医療制度の予算を2023年まで339億ポンド増額

・1年間で看護師を5万人増員
治安 ・3年間で警察官を2万人増員
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～保守党が勝利しジョンソン政権継続～
 12月12日に実施された英国総選挙は大勢が判
明し、与党：保守党が過半数の議席数を獲得す
る見込みとなりました(図表1)。ジョンソン政
権は継続され、離脱協定案をクリスマス前まで
に議会で可決させた上で、来年1月末のEU(欧
州連合)離脱に向かうものと想定されます。離
脱を巡る一連の政治的な混乱に、国民が「離脱
疲れ」を感じており、この状況を速やかに打破
できるとの期待から、保守党に支持が集まった
との見方が大勢を占めています。

～労働党は支持を得られず～
 最大野党である労働党は議席を減らす見込みで
す。党内に残留派と離脱派が混在しており、党
の態度を明確にせず離脱問題を前面に出した選
挙戦を展開しなかったことなどが、議席を減ら
す原因となったと見られています。また、政権
を獲得した際にはEU残留、獲得できなくても2
度目の国民投票実施の計画に賛成するとしてい
た自由民主党も議席を減らす模様です。連立政
権を組んでいた北アイルランドの民主統一党は、
英国本土との一体性が損なわれるジョンソン政
権の離脱協定案に反対を表明し、結果が注目さ
れていましたが選挙前から議席をやや減らす見
込みです。

～スコットランドの独立運動は加速か～
 スコットランド民族党は、英国全体では支持率
は低いものの、スコットランド選挙区で多くの
支持を集め議席を増加させる模様です。スコッ
トランドでは、政権が離脱を進めるのであれば、
残留を求めて英国からの独立も辞さない姿勢の
政党が多くの支持を得ていることから、今後独
立運動が加速する可能性も想定されます。

～通商協定など課題は山積み～
 保守党有利との出口調査結果を受け離脱問題に
おける不透明感が払拭されたとの見方から、

図表2：保守党の主な公約

図表1：英国総選挙結果(12月13日現地5:30時点)

出所）図表1、2は各種報道資料等をもとにニッセイアセット
マネジメントが作成

 英国総選挙は与党：保守党が過半数の326議席を大きく上回る議席数を獲得する見込み。
 市場は離脱問題における不透明感の払拭をひとまず好感したが、通商協定交渉などまだいくつもの
超えるべきハードルがあるとの声も。

リスク選好の姿勢が高まり英ポンドは上昇
しました。海外電子取引所の欧州(ドイツ)債
券先物価格は下落(金利は上昇)しています。

 ジョンソン政権は離脱後の移行期間(2020
年12月末まで)中に、EUと自由貿易協定な
どを締結できなければ、関税が発生する状
況となるなど、英国産業へ影響が懸念され
ます。交渉が難航した場合には、移行期間
延長の選択肢もありますが、ジョンソン首
相は延長を否定しています。交渉が決裂し
た際には、市場が警戒する”合意なき離
脱”に類似した状況となりかねないことか
ら、引き続き英国政府の動向を注視してい
く必要があると思われます。

（議席数）

(総議席数650)

臨時レポート
英国総選挙 与党保守党が過半数を獲得

過半数326
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